501 V1  分類A  付属証明書

エコマーク商品類型No.501「小売店舗Version1」付属証明書
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.501「小売店舗Version1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。
	申込日： 
	20  
	年
	  
	月
	  
	日

	申込店舗名
	申込店舗名を記載ください

	申込者（会社名）
	申込会社名をご記入ください
	印（社印を捺印）


	＜付属証明書の作成方法＞
1．申込に関する必要事項を「記入欄」に記載又は選択して下さい。
2．「添付資料」欄の各資料をご用意下さい。各資料は、本付属証明書と併せてエコマーク認定・使用申込時に提出して下さい。
3．「添付資料」の書式は特に規定されておりません。既存資料のコピー、パンフレット等の添付、あるいは改めて資料を作成頂くなどしてご用意ください。


エコマークの表示について
	項目
	記入欄  ※ 該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示有無（予定）
※ 原則として、店頭などにエコマークを表示すること
	 FORMCHECKBOX 
 あり  ※ ありの場合は、以下の表示予定設計図をご提出下さい。
［表示する場所］
 FORMCHECKBOX 
 店舗（店頭など） ／  FORMCHECKBOX 
 ちらし ／  FORMCHECKBOX 
 環境報告書
 FORMCHECKBOX 
 ポップ ／  FORMCHECKBOX 
 その他 （     ）
 FORMCHECKBOX 
 なし  （表示無しの場合はその理由を記載ください）

	≪エコマーク表示予定設計図の提出について≫
[image: image1.png]


認定証の掲示以外でエコマークを表示する場合は、表示する箇所別に表示予定設計図を提出下さい。（書式自由・原稿）

	以下①～②をマーク近傍に記載下さい。
①「エコマーク認定店舗」の文言、基準の概要
②エコマーク認定番号および認定店舗名の表示（認定店舗自体が表示する際は省略してもよい）
	


申込店舗について

	取扱品目
※ 飲食料品、衣料品、日用品など
	


No.501「小売店舗Version1」認定基準（4.認定の基準と証明方法）チェックリスト
	No
	基準内容/取り組みの記述欄
	適合
チェック
	申込時提出書類
および現地確認

	A．店舗に関わる人・企業・他の環境活動の支援・誘導に関する認定の基準と証明方法

	4-1．消費者と一体となった環境活動  ～環境に配慮した買い物ができるお店～
	
	

	4-1-1．環境配慮商品の販売と購入の促進
	
	

	(1)
	環境配慮商品の販売と購入の促進
	
	

	
	1) 主要な販売品目において、エコマーク認定商品などの環境配慮商品を積極的に販売していること。
	□
	取り扱っている環境配慮商品のリストおよび販売の実績資料
※主要な陳列商品等を現地で確認

	
	環境配慮商品は環境主張が行われている商品であること。環境主張は適切で明確な根拠に基づき、以下の観点のいずれかが考慮されていること。
・省資源化（省エネ）などによるCO2排出量削減
・有害物質の含有・排出
・生態系への影響
	□
	環境配慮商品に関する選定基準


	
	環境配慮商品の選定（仕入れ）基準が、公開されていること。公開は、インターネット、店頭・店内での掲示、印刷物などに選定（仕入れ）基準が掲載され、購買者が確認できるものであること。
	□
	※環境報告書など配布物やウェブサイトによる場合は資料を添付

	
	2) 環境配慮商品の購入に対して、店内において、消費者を誘導する手段があること。
誘導手段（陳列方法の工夫、ポスター、店内放送など）を記載ください

	□
	※現地で確認

	
	3) 環境配慮商品について、商品の環境配慮の内容が消費者へわかりやすく伝わるよう工夫されていること。
工夫の内容（本体への表示、商品近傍のPOPなど）を記載ください

	□
	※現地で確認

	4-1-2．消費者と取り組む容器・包装の使用削減や資源の有効活用
	
	

	(2)
	容器・包装材の使用削減の呼びかけ（協力へのPR）
	
	

	
	消費者に向けて、包装材使用の削減に関する協力のPRを行っていること
PR方法（ポスター、店内放送など）を記載ください

	□
	※現地で確認

	(3)
	レジ袋の使用削減
	
	

	
	（食料品売場においてレジ袋を提供している場合）

実施手段（レジ袋の有料配布、袋辞退によるポイント付与など）を記載ください
消費者がレジ袋使用削減のために協力できるような方策を実施していること。
□適用外（食料品売り場がない、またはレジ袋を提供していない場合）
	□
	※現地で確認

	
	削減の実績及び辞退率を算出していること。
	□
	

	
	辞退率の年間平均値が30％以上であること。
辞退率の年間平均値
%
上記報告期間
年　　月~　　年　　月
* 月間の辞退率（％）算出方法
①［辞退によって加算されるポイント等の月間総数］÷［レジ通過客数］×100
②［1ヶ月に回収されたスタンプカードの総押印数］÷［レジ通過客数］×100
①②以外の方法で算出する場合の算出方法
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	(4)
	容器・包装材に関する省資源化や使用削減
	
	

	
	以下のような容器・包装材の省資源化や使用削減につながる方法を1つ以上実施していること。（ここでいう包装材は、店舗の用度品に限り、食料品売場で適用されるレジ袋を除く。）
	
	※現地で確認

	
	・再生材料、植物由来プラスチックやバイオマス材料などの環境負荷低減効果が認められた資材を利用した包装材の使用
	□
	

	
	・容器包装の薄肉化や軽量化
	□
	

	
	・通常はパック販売される商品において、量り売り・ばら売りを行う
	□
	

	
	・食料品売り場以外におけるレジ袋、手提げ袋の使用削減の方策
	□
	

	
	・上記以外の方法【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	(5)
	容器・包装材の使用削減量の公表
	
	

	
	上記(3)(4)について、実施した削減方法とともに実績（削減量）が店頭または店舗内で公表されていること。
公表方法（店頭掲示板、店内配布の環境報告書など）を記載ください

	□
	※現地で確認
※環境報告書など配布物やウェブサイトによる場合は資料を添付

	(6)
	資源回収の呼びかけ（協力へのPR）
	
	

	
	廃棄物の有効利用促進のために、店頭・店内において、消費者に向けた資源回収に関する協力のPR（ポスター、店内放送など）を行っていること。
PR方法（ポスター、店内放送など）を記載ください

	□
	※現地で確認


	(7)
	資源回収ステーションとしての役割
	
	

	
	店頭や店内において、高度なリサイクルを目的とした下記の容器包装や資源などの回収コーナーを設け、消費者に回収リサイクルへの協力を呼び掛けていること。（回収品目は①②を合せて複数以上。店舗が立地する地域の住民による回収リサイクルに係る取組みを踏まえ、市町村などの自治体と調整のうえ回収を実施すること）
	□
	回収している容器包装や資源の種類、回収実績（回収量）、回収後のリサイクル方法についての説明資料
※回収コーナーを現地確認


	
	① 容器包装リサイクル法で分別収集の対象となる容器包装
	
	

	
	・ガラス製容器
	□
	

	
	・PETボトル
	□
	

	
	・紙製容器包装
	□
	

	
	・プラスチック製容器包装・発泡スチロールトレイ
	□
	

	
	・スチール缶・アルミ缶
	□
	

	
	・紙パック・段ボール
	□
	

	
	② 容器包装以外の資源など
	
	

	
	・電池（ボタン電池、二次電池、他）
	□
	

	
	・インクカートリッジ
	□
	

	
	・廃食用油
	□
	

	
	・上記以外の資源【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	回収している容器包装や資源ごとに、回収量を把握し、回収物のリサイクル方法を示すことができること。
	□
	

	(8)
	回収量および回収物のリサイクル方法についての公表
	
	

	
	上記(7)について、消費者に対し、回収した容器包装や資源と回収量および回収後のリサイクル方法などについて、店頭または店舗内で情報提供していること。［定期的・計画的］
公表方法（店頭掲示板、店内配布の環境報告書など）を記載ください

	□
	※現地確認
※環境報告書など配布物やウェブサイトによる場合は資料を添付

	4-1-3．消費者参加の環境啓発活動の実施
	
	

	(9)
	消費者に向けた環境に関する普及啓発活動の実施
	
	

	
	消費者参加による以下のような環境に関する取組みや啓発活動を1つ以上実施していること（学習会などのイベントは可能な限り参加者人数を把握していること）。［定期的・計画的に実施］
	
	消費者参加の環境啓発活動の実施内容の報告資料（イベント等は参加人数を含む）

	
	・店舗での環境活動を紹介した見学会
	□
	

	
	・環境学習会・イベントの実施
（会の内容【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】）
	□
	

	
	・環境活動に関する意見要望への対応
	□
	

	
	・上記以外の活動【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	4-2．地域や事業者との連携による環境活動
	
	

	4-2-1．地域への貢献活動
	
	

	(10)
	地域や自治体との連携による環境活動の実施
	
	

	
	地域や自治体とともに。以下のような環境に関する取組みや活動・イベントを1つ以上実施していること。［定期的・計画的に実施］
	
	

	
	・地域の環境団体や学校との協働事業
（事業の内容【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】）
	□
	

	
	・地域自治体の環境政策に対する協力
（協力の内容【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】）
	□
	

	
	・地産地消の導入
	□
	

	
	・店舗敷地外（例：自然公園、海岸、河川敷など）での環境美化活動
	□
	

	
	・上記以外の活動【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	4-2-2．メーカー、物流関係者、他との連携
	
	

	(11)
	メーカー・生産者や物流関係者などとの連携による環境活動の実施
	
	

	
	店舗で販売される商品に関わるメーカー・生産者、店舗に関わる物流関係者、公共交通機関などと連携して、以下のような取組みや活動を1つ以上実施していること。
	
	

	
	・環境配慮商品の共同開発
	□
	

	
	・消費者からの環境に関する要望や情報の共有
	□
	

	
	・食品廃棄物処理設備等の共同設置
	□
	

	
	・バスなどの店舗前停車（運行ルート変更）によるマイカー利用から公共交通機関への移行促進
	□
	

	
	・アイドリングストップの推進
	□
	

	
	・リサイクル事業者などとの工場見学プログラムの実施
	□
	

	
	・上記以外の活動【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	


	B．店舗のオペレーションによる環境負荷の低減に関する認定の基準と証明方法

	4-3．環境に配慮した店舗の運営・管理
	
	

	4-3-1．環境に配慮した店舗の運営・管理体制
	
	

	(12)
	環境に配慮した店舗の運営・管理体制

	
	

	
	店舗は、環境に配慮した店舗の運営・管理を実施するために、少なくと以下の体制を整備していること。

a.環境方針を定めている。

b.環境目標および計画を設定し、その達成に向けて取り組んでいる。

c.環境方針、環境目標および計画を継続的に改善する仕組みを整備している。

d.環境管理責任者を定めている。

e.上記a.～d.について従業員教育や従業員への周知を行っている。教育や周知内容には、店舗（店頭や店内）または企業として取り組んでいる環境活動を説明できるような内容を含めること。
□上記運営管理の体制を整備している（第三者認証は受けていない）
□環境マネジメントシステムを構築し、第三者認証を受けている
	□
	a環境方針、b環境目標および計画、ならびにその取り組み状況,

c環境方針、環境目標および計画を継続的に改善する仕組み（PDCA）の概略、および実施体制を説明する資料、d
環境管理責任者の責任内容と位置付け（組織図等）、e従業員教育の内容を説明する資料
または
環境マネジメントシステムの第三者認証証の認証証書の写し

	(13)
	環境法規の順守
	□
	環境法規等順守証明書（記入表503-1）

	
	店舗が該当する環境法規を順守していること。また、申込日より過去5年間の環境法規等の順守状況（違反の有無）を報告すること。なお、違反があった場合には、すでに適正な改善および再発防止策を講じ、以降は関連する環境法規等を適正に順守していること。
	
	

	(14)
	環境報告書などの公表
	
	

	
	店舗における年間の環境活動の実績と次年度の目標を環境報告書などでとりまとめ、公表していること。
公表方法（ホームページ掲載、印刷物として配布など）を記載ください

	□
	環境報告書（報告書は、企業やグループ全体でとりまとめたものでもよい）の該当部分の写し

	4-3-3．グリーン購入の推進
	
	

	(15)
	店舗備品のグリーン購入の実施
	
	

	
	店舗で購入または使用している以下のような事務用品、消耗品や役務の複数品目について、グリーン購入に関する調達方針を定め、購入の実績があること。なお、調達方針には、エコマーク認定商品や 「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」などを参考とすることが望ましい。
	
	グリーン購入に関する調達方針および購入実績（購入品目と数量又は金額）を説明した資料

	
	・衛生用品
	□
	

	
	・文具・事務用品
	□
	

	
	・事務機器
	□
	

	
	・トナーカートリッジ等
	□
	

	
	・広告用材料
	□
	

	
	・制服
	□
	

	
	・上記以外の消耗品・備品・役務【　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	4-4．物流の効率化
	
	

	4-4-1．輸・配送の効率化
	
	

	(16)
	リターナブル容器・包装資材（通い箱など）の利用
	
	

	
	店舗への納品において、リターナブル容器・包装資材（通い箱など）を使用した輸・配送システムを実施していること。
	□
	

	(17)
	輸・配送の効率化
	
	

	
	店舗への納品における輸・配送について、以下のような効率化を1つ以上実施していること。
	
	

	
	・異なるメーカー間の商品を一括配送するシステムの構築
	□
	

	
	・企業全体、グループ会社などで一括配送するシステムの構築
	□
	

	
	・ルートや納品時間帯の最適化
	□
	

	
	・車両台数の削減
	□
	

	
	・アイドリングストップの推進
	□
	

	
	・上記以外の方法【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	4-5．廃棄物の削減
	
	

	4-5-1．店舗から発生する廃棄物の削減
	
	

	(18)
	廃棄物の発生量削減とリサイクルの実施
	
	

	
	店舗の営業活動により発生した廃棄物（リサイクルされる分も含む）について、種類と量を把握し、発生量の削減につとめていること。
	□
	廃棄物の種類、量、リサイクル方法を説明した資料
※分別、計量等の状況を現地確認

	
	廃棄物総量のうち、リサイクル率を算出していること。
廃棄物総量におけるリサイクル率
%
上記報告期間
年　　月~　　年　　月
* 廃棄物総量におけるリサイクル率（％）
＝（直接資源化量＋中間処理後再生利用量）÷(廃棄物総量)×100
廃棄物総量のうちの直接資源化量の割合のみの計算でもよい。  
	□
	

	
	廃棄物総量について、削減の目標値を定め、毎年改善されるよう、前年度実績との比較を行っていること。
	□
	廃棄物総量の削減の目標値と前年度実績との比較

	4-5-2．店舗から発生する食品廃棄物の削減［食品を扱っている場合のみ適用］
	
	

	(19)
	販売飲食料品における商品ロスの削減
	
	

	
	店舗で販売される飲食料品における商品ロス（廃棄ロス）について、原因および量を把握し、発生量の削減につとめていること。
実施手段（客数変動傾向の解析から製造量を制御など）を記載ください

	□
	

	
	商品ロスの割合（商品ロス率(％)）を算出していること。
飲食料品の商品ロス率
%
上記報告期間
年　　月~　　年　　月
* 商品ロス率(%)
＝［廃棄された飲食料品(金額)］÷［店舗で販売される飲食料品(金額)］×100
	□
	

	(20)
	「食品リサイクル法」に基づく食品廃棄物のリサイクル
	
	

	
	「食品リサイクル法」を順守し、店舗から発生する食品廃棄物等の再生利用等の実施率向上につとめていること。
	□
	

	
	申込店舗における再生利用等実施率の実績が55％以上であること。
再生利用等の実施率
%
上記報告期間
年　　月~　　年　　月

	□
	申込店舗から排出される食品廃棄物等の「再生利用等実施率」（前年度との比較も含む）の報告資料
（農林水産省へ提出した報告書の写し（コピー）でもよい）

	4-6．省エネルギー化の推進
	
	

	(21)
	店舗における省エネルギー効果の把握
	
	

	
	「省エネ法」に基づき、店舗で使用する電気・ガス・水道などから、エネルギー使用量（年間）を把握していること。
	□
	

	
	省エネ法に基づき算出（報告）した店舗でのエネルギー使用量（年間）の原油換算値（kℓ）と延べ床面積（㎡）から産出した㎡あたりの原油換算値（kℓ/㎡）が基準値以下であること。
□食料品売場のある店舗(レストランは含まない)：基準値0.15［kℓ／㎡］
□食料品売場の無い店舗

　　　　：基準値0.10［kℓ／㎡］
延べ床面積（省エネ法での報告数値）
㎡
エネルギー使用量
（年間実績：重油換算値）
kℓ

㎡あたりの原油換算値
kℓ /㎡
㎡あたりのCO2排出量
CO2-kg /㎡
上記報告期間
年　　月~　　年　　月

	□
	

	
	店舗でのエネルギー使用量（年間）について、削減の目標を定め、毎年改善されるよう、前年度実績との比較を行っていること。［定期的・計画的］
	□
	エネルギー使用量およびCO2排出量（換算値）の削減の目標値と前年度実績との比較

	(22)
	各設備における省エネルギー化の実施とその方法
	
	

	
	1) 照明設備
店舗の照明設備において、以下のようなエネルギー使用量削減の取組みを1つ以上実施していること。
	
	※現地で確認

	
	・昼光利用設備あるいは自動調光システムの導入
	□
	

	
	・電灯のコントロール
	□
	

	
	・上記以外の方法【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	2) 空調設備
店舗の空調設備において、以下のようなエネルギー使用量削減の取組みを1つ以上実施していること。
	
	※現地で確認

	
	・インバータ制御
	□
	

	
	・ゾーン別制御
	□
	

	
	・エアーコンディショナーの温度調節
	□
	

	
	・上記以外の方法【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	3) 冷凍・冷蔵設備［食品を扱っている場合のみ適用］
店舗の冷凍・冷蔵設備において、以下のようなエネルギー使用量削減の取組みを1つ以上実施していること。
	
	※現地で確認

	
	・インバータ制御
	□
	

	
	・機器のカバー・ドアの設置
	□
	

	
	・冷凍・冷蔵効率の良い設備の設置
	□
	

	
	・上記以外の方法【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	4) その他の設備［1)～3)以外］におけるエネルギー使用量などの削減・他
店舗において、上記1)～3)以外の設備・機器におけるエネルギー使用量削減（間欠運転なども含む）の取組み、または照明・空調・冷凍・冷蔵設備も含む設備・機器などにおける地球温暖化の防止、公害の抑制、節水などの取組みを2つ以上実施していること。
	
	※現地で確認

	
	＜以下の設備・機器におけるエネルギー使用量削減の取組み＞
	
	

	
	・ガス調理機器　　　【取組み内容：　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	・給水・給湯設備　　【取組み内容：　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	・自動販売機　　　　【取組み内容：　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	・温水洗浄便座　　　【取組み内容：　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	・排水処理設備　　　【取組み内容：　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	・その他の設備・機器【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	

	
	＜その他の取組み＞
	
	

	
	・光害の抑制
	□
	

	
	・節水性能の高い便器の使用
	□
	

	
	・冷蔵・冷凍設備でのODP=0、GWPの低い冷媒ガス利用機器の使用
	□
	

	
	・フロン類冷媒使用時における漏洩防止、冷媒回収の徹底等の冷媒の適正管理の取組み
	□
	

	
	・太陽エネルギーの利用
	□
	

	
	・風力発電設備の利用
	□
	

	
	・グリーン電力の購入
	□
	

	
	・断熱性の高い建材等の使用
	□
	

	
	・その他の取組み【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□
	


認定審査申込時に提出する添付書類リスト
	基準番号
	必要添付書類
	添付チェック欄

	4.(1)
	環境配慮商品の選定基準、および商品リスト、販売実績
	□

	4.(5)
	※公表が環境報告書など配布物やウェブサイトによる場合はその資料
	□

	4.(7)
	回収品の回収量実績とリサイクル方法の説明
	□

	4.(8)
	※公表が環境報告書など配布物やウェブサイトによる場合はその資料
	□

	4.(9)
	消費者参加の環境啓発活動の実施内容の報告資料（イベント等は参加人数を含む）
	□

	4.(12)
	環境に配慮した店舗の運営・管理体制の説明資料
又は環境マネジメントシステムの第三者認証書の写し
	□

	4.(13)
	環境法規等順守証明書（記入表503-1）
	□

	4.(14)
	環境報告書の該当部分の写し
	□

	4.(15)
	グリーン購入に関する調達方針および購入実績
	□

	4.(18)
	廃棄物の種類、量、リサイクル方法、および廃棄物総量の削減の目標値と前年度実績との比較
	□

	4.(20)
	再生利用等実施率の報告書（前年度比較を含む）
	□

	4.(21)
	エネルギー使用量の削減の目標値と前年度実績との比較
	□

	5.(3)
	エコマーク表示予定設計図
	□
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